
主目的 4 17 2

副目的

款 項 目 大 中

生涯学習課

社会教育係

2

平成３０年度以降

生涯学習

　市民の情報活用能力を高めるため、ＩＴ講習会を実施し、情報活用技術の向上を図る。

総合計画

分野別計画

～

生涯学習のまちづくり基本構想・基本計画

2

内容

（手段）

予算区分

根拠法令・個別計画

5

  市民活動の協働事業として、NPO法人こまきe―コミュニティーネットワークへ事業を委託し

ている。職員は委託業者との講座内容の調整・受講者の募集・受付事務などをおこなう。

※直接経費には機器リース料・回線経費を含む。

  講座内容　入門基礎（16）　　シニア講座（4）     地域活動支援(2)　　　全講座22講座

             （1講座6回）

  受講料　　2,000円（教材費：実費負担）

4

平成１３年度

教育文化

10

担当係

事業番号 361

平成25年度 事務事業評価シート平成25年度 事務事業評価シート平成25年度 事務事業評価シート平成25年度 事務事業評価シート

教育委員会事務局
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要要要要

一般会計 担当課

事業期間

住民の主体的な活動を支援する

事務事業名 担当部IT講習会開催事業

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

会計区分 事業類型 一般

単位
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千円

千円
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0.15

7,637

0.02

Ｈ23決算額

0.02

費

用

直接経費

有

Ｈ22決算額

従事者数

人件費

（手段）

受講料　２，０００円（6回の講座）

【直接経費の内訳】

消耗品費(140,621円)、ＫＣＴＶ回線使用料等(230,580円)、委託料(2,121,126円)

機器借上料等(154,728円)

◎25年度実施内容

これからパソコンを学ぼうとする人の学習機会を確保し、受託ＮＰＯ法人が担っている他の

業務を委託した上で、事業を廃止した。

受益者負担

対前年比

正職員

費用合計

1,225

従事者数

人件費

0.23

要要要要

0

Ｈ24決算額

128

106

0.000.07

6,071

その他職員

996千円その他財源 394 0697996



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

単位

目標

実績

目標

実績 213 345

参加者数

事業の

達成状況

市民がパソコンに親しめるように、インターネットの利用、簡単な文書作成、表計算、Ｅ

メールの利用などのパソコン操作の基本を学習する講座を実施した。
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成果指標名

応募率

361

132

回

H25H22

事業実施におけ
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一次評価のとおり。
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２６年度以降

の改善案
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果果果果 事業を縮小・

廃止したときの

影響

平成２４年度

終了

判　定　理　由

平成24年度に事業を終了

２５年度における

事業の改善・見

直し内容（新規追

加事項、廃止・削

減事項等）

判定理由

平成２４年度終了


